
令和３年度豊明市認可保育所等整備補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１

項の保育所を設置する者、同法第３９条の２第１項の幼保連携型認定こども

園を設置する者、同法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業を実施

する者等に対し、予算の範囲内で施設の整備等に要する費用を補助すること

について、豊明市補助金等交付規則（昭和４８年豊明市規則第３４号。以下

「規則」という。）、保育所等整備交付金交付要綱（平成３０年５月８日厚

生労働省発０５０８第１号厚生労働事務次官通知｢保育所等整備交付金の交

付について｣別紙。以下「交付要綱」という。）、保育所等改修費等支援事業

実施要綱（平成２９年３月３１日雇児発０３３１第３０号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長通知｢認可保育所等設置支援事業の実施について｣別添１。

以下「実施要綱」という。）及び愛知県子育て支援対策基金事業費補助金交

付要綱（平成２１年１０月１４日付け２１子支第４０８号愛知県健康福祉部

長通知。以下「県要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする。 

（対象事業等） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。 

 （１） 認可保育所等施設整備事業 交付要綱第３項に規定する保育所等、

保育所機能部分又は小規模保育事業所に関する施設整備事業及び県

要綱第２条第１号に規定する保育所緊急整備事業 

（２） 小規模保育改修費等支援事業 実施要綱第３項第２号に規定する小

規模保育改修費等に係る事業 

２ 補助対象経費は、別表に定めるとおりとする。ただし、次に掲げる費用を

除く。 

（１） 土地の買収又は整地に要する費用 

 （２） 既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することよ

り効率的であると認められる場合における当該建物の買収を除く。）

に要する費用 



 （３） 職員の宿舎に要する費用 

 （４） その他施設の整備等として適当と認められない費用 

（対象者等） 

第３条 補助の対象者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１） 法人であること。 

（２） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３１条に基づ

き特定教育・保育施設又は同法第４３条に基づき特定地域型保育事業

者（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生

労働省令第６１号）第２８条に規定する小規模保育事業Ａ型に限る。） 

      として市長の確認を受けた者又は当該確認を受けることが予定されて

いる者であること。 

（３） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）等でない

こと。 

（補助金の額） 

第４条 補助金は、予算の範囲内で交付し、その額は、１事業所当たり別表に

定める対象経費に４分の３を乗じて得た額とする。ただし、別表の第３欄に

定める額を上限とする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てるものとする。 

 （交付の条件） 

第５条 規則第５条第２項の規定により付する補助金の交付の条件は、次のと

おりとする。 

 （１） 第３条第２号の確認が受けられない場合又は１０年以上継続して運

営ができない場合は、補助金の返還を行うこと。 

（２） ３月１５日までに事業を完了すること。 

 （３） 翌年度４月１日までに、整備又は改修事業の対象となる施設等にお

いて保育を開始すること。 

（４） 事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合は、市長の承認

を受けなければならない。 



（５） 事業を中止又は廃止（一部の中止又は廃止を含む。）する場合は、

市長の承認を受けなければならない。 

（６） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になっ

た場合は、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。 

（７） 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに

事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機

械、器具及びその他財産については、補助金等に係る予算の執行の適

正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適化法

施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣

が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補

助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保

に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。 

（８） 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助

金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、その

承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければ

ならない。ただし、この期間を経過した後においても、事業により取

得し、又は効用の増加した財産がある場合は、当該財産の財産処分が

完了する日又は適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生

労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管し

ておかなければならない。 

（９） 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やか

に市長に報告しなければならない。なお、事業者が全国的に展開する

組織の一支部（支社、支所等を含む。）であって、自ら消費税及び地

方消費税の申告を行わず、本部（本社、本所等を含む。）で消費税及

び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申

告内容に基づき報告を行わなければならない。また、市長に報告があ

った場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部を市に納付させること

ができる。 



（１０） 事業を行うために締結する契約の相手方及び関係者から、寄付金

等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなさ

れた指定寄付金を除く。 

（１１） 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる

契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負

わせることを承認してはならない。 

（１２） 事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付す

るなど、市が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

（１３） 第２号から前号までの規定により付した条件に違反した場合には、

市長は、この補助金の全部又は一部を市に納付させることができる。 

（交付申請等） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条の補助金等交付申請

書に、次に掲げる書類を添えて、指定する期日までに市長に提出しなければ

ならない。 

（１） 施設の配置図及び各室面積表 

（２） 費目別設計書（見積書、内訳明細書等） 

（３） 工事施工前後の施設の立面図、平面図等 

（４） 賃貸借契約書の写し等賃借料等が確認できる書類（補助対象経費に

賃借料等を含む場合に限る。） 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付申請があったときは、その内容を

審査し、適当と認められるときは、規則第６条に規定する補助金等交付決定

通知書により通知するものとする。 

 （状況報告） 

第７条 前条第２項の規定により交付決定を受けた者（以下「交付決定者」と

いう。）は、補助金の対象となった事業に係る工事の契約又は変更契約を締

結したときは、契約締結報告書（様式第１号）により、契約又は変更契約を

締結した日から５日以内に、市長に報告しなければならない。 

２ 交付決定者は、工事に着手したときは、工事着手報告書（様式第２号）に 

 より着手した日から５日以内に、市長に報告しなければならない。 



３ 交付決定者は、常に工事の進捗状況を把握し、市長から工事の進捗状況の 

 報告を求められたときは、工事進捗状況報告書（様式第３号）により速やか 

 に報告しなければならない。 

（実績報告） 

第８条 交付決定者は、規則第１０条に規定する補助事業等実績報告書に、次

の書類を添えて、補助事業の完了の日から３０日を経過した日又は３月１５

日のいずれか早い日までに、市長に提出しなければならない。 

（１） 施設の整備等に係る契約書及び領収書の写し（補助金の交付後に支 

払いを完了する場合は、支払い後速やかに提出すること。） 

（２） 工事施工前後の工事箇所の写真 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付） 

第９条 市長は、交付決定者から提出される規則第１１条第１項の補助金等交

付請求書に基づき、補助金を交付するものとする。 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

別表（第２条及び第４条関係） 

１ 区分 ２ 対象経費 ３ 上限額 

認可保育

所等施設

整備事業 

次に掲げる費用。ただし、他の補助金等

の対象経費とする費用は除く。 

（１） 本体工事費 

ア 施設の整備（施設の整備と一体的

に整備されるものであって、市長が

必要と認めた整備を含む。）に必要

な工事費又は工事請負費（これらと

同等と認められる委託費、分担金及

び適当と認められる購入費等を含

次の各号に掲げる事

業の区分ごとに、そ

れぞれ当該各号に定

める額 

（１） 保育所等、

保育所機能部分又は

小規模保育事業所に

関する施設整備事業 

交付要綱第８項第



む。以下同じ。） 

イ 工事事務費（工事施工のため直接

必要な事務に要する費用であって、

旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷

製本費及び設計監督料等をいい、そ

の額は、工事費又は工事請負費の２．

６％に相当する額を限度額とする。

以下同じ。） 

ウ 実施設計に要する費用 

エ 開設準備に必要な費用 

オ 新たに土地を賃借して整備する場

合に必要な賃借料（敷金を除き礼金

を含む。） 

カ 定期借地権契約により土地を確保

し整備する場合に必要となる権利金

や前払地代などの一時金 

（２） 解体撤去工事費及び仮設施設整

備工事費 

ア 解体撤去に必要な工事費又は工事

請負費 

イ 仮設施設整備に必要な賃借料、工

事費又は工事請負費 

１号から第３号まで

に掲げる事業の区分

ごとに、それぞれ当

該各号に定める交付

額に、８分の９（同

項第１号イ、第２号

イ及び第３号イにつ

いては２分の３）を

乗じて得た額 

（２） 保育所緊急

整備事業 

 県要綱第３条に規

定する補助基本額に

４分の３を乗じて得

た額 

小規模保

育改修費

等支援事

業 

次に掲げる費用。ただし、他の補助金等

の対象経費とする費用は除く。 

（１） 改修費等 賃貸物件等を活用し

た小規模保育事業所の新設、定員の拡

大、老朽化に伴う改修等に必要な工事

費、工事請負費、工事事務費等 

（２） 賃借料等 改修等を行う既存建

１，６５０万円（平

成２８年４月７日雇

児発０４０７第２号

「「待機児童解消に

向けて緊急的に対応

する施策について」

の対応方針につい



物の賃借料（工事着工の日から開所の

日の前日（工事完了の日の属する年度

の翌年度以降に開所する場合は、工事

完了の日の属する年度の３月３１日）

までのものに限る。）及び礼金等（敷

金、保証金等を除く。）。ただし、礼

金等は賃借料の６か月分を上限とす

る。 

て」に基づいて実施

される事業として行

われる場合は２，４

００万円、平成３１

年３月２９日子保発

０３２９第１号「子

ども・子育て支援法

に基づく協議会に参

加する自治体への支

援策について」に基

づいて実施される事

業として行う場合は

２，６２５万円） 

 



様式第１号（第７条関係） 

 

                       年  月  日 

 

豊明市長 殿 

 

申請者 所在地  

                   団体名  

                   代表者            印 

                   電 話     

 

契 約 締 結 報 告 書 

 

     年  月  日付け  指令  第    号で補助金等の交付決

定を受けた工事請負契約等を下記のとおり、締結したので報告いたします。 

 

記 

  

 契約年月日 契約金額（消費税込） 

当 初 工 事 請 負 契 約     年  月  日 円 

変 更 契 約 年  月  日 円 

 

 ◎ 添付書類  

○ 入札執行関係書類（入札結果表及び入札書）の写し 

○ 契約書（変更）の写し 



様式第２号（第７条関係） 

 

         年  月  日 

 

 豊明市長 殿 

 

                申請者 所在地  

                    団体名  

                    代表者           印 

                    電 話 

 

工 事 着 手 報 告 書 

 

      年  月  日付け 指令  第    号で補助金等の交付決

定を受けた下記工事について、令和３年度豊明市認可保育所等整備補助金交

付要綱第７条に基づき報告します。 

 

記 

  

工 事 名   

契 約 金 額                       円 

     

 

◎ 添付書類  ○ 着手届 

  ○ 工事工程表 



様式第３号（第７条関係） 

 

         年  月  日 

 

 豊明市長 殿 

 

                申請者 所在地  

                    団体名  

                    代表者           印 

                    電 話  

 

 

工 事 進 捗 状 況 報 告 書 

 

      年  月  日付け 指令  第    号で補助金等の交付決

定を受けた下記工事について、令和３年度豊明市認可保育所等整備補助金交

付要綱第７条に基づき報告します。 

 

記 

  

工 事 名   

契 約 金 額                       円 

     

 

◎ 添付書類  ○ 月進捗状況 

  ○ 工事状況写真 

 

 

※ 添付書類は、必要に応じ追加添付すること。 


